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概要 GDP 比率をできるだけ 早期に 3% 。 に上昇させることを 

科学技術研究費は、 研究開発統計の 基本統計量とし 勧告したが、 これほ日本やスウェー ヂン 等に対するべ 

て 長年にわたって 継続的に測定され、 政府の科学技術 ンチマークに 基づく数値目標であ る。 

政策立案に不可欠なデータとして 活用されてきた。 し その一方で、 近年。 D 統計についての 再検討を求 

かしその基礎となる 内容や実態については 不明な部分 める機運が高まっている。 例えば、 米国では、 Ⅹ S ㌘が 、 

が多く、 その重要にも 関わらず統計データとして 不十 自ら実施している 一連の研究開発統計調査の 見直しの 

分 なものであ るといわざるを 得ない。 ためのプロジェクトを 全米アカデミ 一に委託した。 こ 

本研究は、 総務省統計局による「科学技術研究調査」 のプロジェクトでは、 将来的な統計調査のあ り方や二 

0 回答実態について 分析し、 科学技術研究費の 意味 や 一ズを 明らかにするため。 統計、 調査方法論、 統計的 

測定上の問題点を 明らかにすることを 目的としている。 データ分析、 技術変化論。 研究開発。 イノベーション 

また、 これを通じて、 今後の政府および 民間における 経済学、 研究開発組織。 運営論をそれぞれ 専門とする 

研究費のより 有効な活用に 役立つ資料を 提供すること 第一線の北米の 研究者。 専門家らによって 構成された 

を目指している。 パネルによって 検討が進められた ( 参考文献 

また、 国連では S ぺ A ( 国民経済計算 ) の改定のため 

q. 背景 : の 作業が進められているが、 そのなかで、 研究開発費 

D 統計は、 科学技術に関する 様々な統計。 指標の ( あ るいはその一部 ) を 本 として組み入れための 検 

なかで最も早くに 確立され、 基本的な資料として 活用 討 が進んでおり、 そのために研究開発と 国民経済計算 

されてきた。 現在の 年代にいくつ 体系との関係について、 河 CD との共同での 検討が進 

かの先進工業国が 始めた統計調査に 端を発してお り められている " 

ユ 960 年代には O 肛 CD の「フラスカティ。 マニュアル」 我が国においては。 総務省統計局が「科学技術研究 

によって国際的な 標準化がなされ、 今日に至っている。 調査」を A 鋳 3 年より実施しているが、 2 

統計の主要な 目的は、 - 国において研究開発に 投 おいて、 本統計開始以来始めての 大きな改定が 行なわ 

入された貸金と 人的資源の総量を 把握することにあ り   れた ( 参考文献 [2],[3]) 。 しかし。 依然として、 様々な 

いわば国民経済計算の 科学技術 版 といった地位を 占め 点について未解決の 問題が残されている。 

ている。 このように、 宝 

有し。 確固たる地位を 築いているが、 近年、 その重要 

  性 はますます高まっている " 例えば、 我が国では、 ㈹ 再検討の機運が 高 

年以降、 科学技術基本計画において 政府の科学技術へ まっているが、 どのような点に 疑念が生じているのだ 

の 投資総額の目標値が 設定されているが、 その根拠は 、 ろ うか 。 筆者は、 既に マンパワ一の 統計に関する 

総研究開発費の 政府負担分の 国際比較によるものであ 問題点 は ついて検討し " その結果を報告した ( 参考 文 

る 。 また、 欧州委員会は 、 瓦む 全域での研究開発費の 対 敵を 43) が、 ここでは研究開発費に 絞って検討する。 

  



最も根源的な 疑問は、 「研究開発費」として 報告され 

ているデータが、 そもそも何であ るのかというもので 

あ る。 より具体的には、 研究開発と関連活動とがどの 

ように区別され、 それがどのように 測定されているの 

かが問題なのであ る。 

研究開発費の 統計データに 対する疑念は、 このほか 

にも様々なものがあ るが。 いずれも、 上記の疑問から 

派生するものであ るということができる " 日本の研究 

開発費の統計データについては、 例えば、 

CD のフラスカテ ィ 。 マニュアルに 準拠しているか 

大学に関しては、 国立大学を対象として 実施した「主 

要国立大学の 予算。 科学技術関係経費に 関する調査」 

月 ) の回答データがあ るため。 それに基づ 

く分析結果を 以下に示す。 総務省統計局による「科学 

技術研究調査」は、 大学が回答単位ではなく、 部局 ( 学 

部や大学院の 研究科、 附置研究所等 ) が回答単位であ 

るため、 本調査も部局 ご 、 とに調査し、 ユ 

0 回答を得た。 

まず、 我が国の総研究開発費を 計算するための 個別 

データであ る「内部用研究費」の 算出方法について 質 

間 した。 次の 6 つの選択肢を 提示したほか、 記述 式で 

0 回答も求めた。 その結果は図互に 示す通りであ る。 

力 [ その他の方 
法 l t0l % 巴 ) 

比率 l 
28(13S) 

「 魔学部局におけ 

図 互に示した回答結果から、 内部使用研究費の 算出 

方法は多様であ ることが明らかになった。 研究開発費 

の 算出方法が統一されていない 点で、 統計調査として 

は 問題があ ることがわかる。 

。 国際比較可能性は 確保されているのか 

。 過大に計上されているのではないか 

といった疑問があ るが、 いずれも。 そもそも研究開発 

費がどのように 測定されているのかという 疑問に帰着 

する " 

なお、 上記のうち 3 番目について。 若干の注記を ； ロ 

えておく。 研究開発費がそもそもどのま う @ こ 測定され 

ているのか不明であ るにもかかわらず、 このような疑 

問が生ずるのは。 いく っか の " 状況証拠 " があ るため 

であ る。 すな ね ち、 日本の総研究開発費は、 経済規模 

や人口等を考慮しても 国際的に見てかなり 総額が大き 

い。 また、 大学における 研究と教育の 区分や大学教員 

の人件費の扱いなどに 関して、 理論的な 

が国の統計 ヂ一タは 過大計上されている 可能性が指摘 

されている。 

前述のような 疑問を解明するためには、 統計調査の 

回答者がどのように 回答 ヂ 一夕を作成しているのかを 

明らかにする 必要があ る。 このような実態の 実証分析 

は 、 統計の目的覚使用の 法的制限などのため 容易でほ 

ないが、 ここでは、 科学技術政策研究所が 収集した い 

くっ かの貸料に基づき 分析した ( 参考文献 

の貸料は、 大学に関するものと 企業に関するものがあ 

り、 それぞれの内容は 大きく異なるため、 以下では、 

両者を区別して 述べる。 

  



回答内容ごとに 見ると、 まず、 「 ァ 」 ( 支出額の全て 

を 内部使用研究費として 計上 ) は 8 % であ った。 この 

算出方法は。 例えば大学附置 究 所であ れば妥当であ 

る場合もあ るが、 研究だけでなく 教育も行なっている 

大学学部や大学院研究科の 場合 は、 明らかに過大計上 

。 「 ア 」と回答した㏄ 部局のうち。 

局は 大学学部ないし 大学院研究科であ った。 

最も単純な案分方法であ る「 イ 」を用いている 部局 

ぼ なく、 よ り複雑な計算方法が 用いられていた " 「 ウ 」 

～「 力 」を選択した 部局の記述式の 回答によると、 内 

部使用研究費の 計算方法は全く 多様であ る。 

次に " 性格別研究費 4 基礎。 応用。 開発の 3 区分別 

の研究開発費 ) の算出方法に 関する質問の 回答結果を 

示す ( 図 2) 。 ここでは。 下記の 5 つの選択肢を 設定し、 

やはり自由記述式の 回答も求めた。 

づ
｜
 

轟
等
 

に
戎
 

 
 

費 に対して、 一定の係数を 乗じて算出 ) との回答が最 

も多いが、 その " 係数 " については全く 多様であ り、 

また、 その係数の根拠が 不明であ る場合も多かった。 

例えば、 長年、 性格別研究費の 出 のためにあ る係数 

を用いてきたが。 その係数がどのように 決められたか 

記録が無 い ため不調であ る、 というケースも 見られた。 

以上のように、 性格別 足根拠にはほとんど 

なものは見られず、 統計としての 闇 

究費 にも増して深刻であ るといわざるを 得ない。 

さらに、 ライフサイェン ス をほじめとする 主要分野 

別の研究開発費であ る「『的 別 研究費」についても 同 

様の調査を行った " この回答 絹果も 、 やけり 参 

るが、 医学部や農学部であ ば 経費の全額をライフサ 

イ ェ シスと分類するなど、 一部の分野では 算出方法が 

明確であ る。 

以上の調査結果から、 大学の研究開 

ているのではないか 疑問に対して。 どのような 

答えが得られたのだろうか。 これについては。 も。 くつ 

かの大学でけ 明らかに過大 詩 丑の例が 

大であ るか過小であ るか判断できない 大学部局もあ る 

ため、 大学セクター 全体としては。 どちらとも言えな 

  

企業に関しては、 別の目的で実施したインタビュ 一 

) より。 総務省統計局の「科学技術 

研究調査」への 回答の実態を 知ることができた。 ここ 

での関心事項は。 各企業において 研究開発費の 範囲が 

どこま でとされているか。 あ るいは、 過大に計上され 
Ⅰ エ @- ウの親 み会 

せ ] 7( 轍 ) 

図 2 に示した結果によると。 やはり算出方法は 多様 

であ る。 最も精度の高い 算出方法と考えられる「 ウ 」 ( 各 

研究室等に問い 合わせて算出 ) の回答は 

の 溜 %) に過ぎなかった。 一方、 「 イ 」 ( 部局ごとの 経 

ていないか、 等であ る。 

この調査は。 総社程度を対象としたケーススタディ 

であ り " 定量的な調査結果が 得られたわけではない。 

紙幅の制限もあ るため、 ここで は 調査結果の概要を 定 

性的に述べる。 

「科学技術研究調査」に 回答している「内部使用研 

究費」については、 調査対象とした 企業の全てが 会計 

上の「研究開発費」に 基づいて算出していた。 両者の 

一 1031 一 



金額が全く同一でない 企業もあ るが、 いずれの場合も、 

その違いは大きなものではない。 このように算出され 

ている「内部使用研究費」が 過大に計上されていると 

考えられるケースは、 ほとんどなく、 その可能性を 有 

するのは 1 社のみであ った。 この企業は、 研究開発部 

門の経費の全額を「内部使用研究費」 として計上して 

いた。 それ以外の企業は、 経費の内容によって 詳細に 

分類し、 明らかに研究開発のために 使用された経費の 

みを計上していた。 特に、 機械。 電器系の企業のいく 

つかは、 社内の業務を「工数」と 呼ばれ， る 単位で管理 

しており、 「内部使用研究費」についても、 この「工数」 

に基づいて精微に 計算していた。 また、 特定の製品の 

開発等のために 実施される開発研究について、 統計上 

の定義でほ研究の 一部とされているにもかかわらず、 

その経費を「内部使用研究費」として 計上していない 

事例もいくつか 見られた。 この場合、 「内部使用研究費」 

は過小に測定されていることになる。 

．考察 

総務省統計局「科学技術研究調査」への 回答実態の 

分析より。 国立大学の科学研究費の 統計は、 そもそも 

何を表しているのか、 という点で、 著し ， @ 聞 

ことが明らかとなった。 

一方、 企業においては 比較的精微な 測定が実施され 

ていることが 確認できた。 企業において、 「内部使用研 

究費」が 精級 な方法で計算されている 理由としては。 

それが会計データに 基づいて計算されているためであ 

ると考えられる。 株式会社であ れば、 会計データの 公 

開が義務付げられており。 しかも、 会計監査を通じて、 

信頼性が確保されていると 考えられ、 このことが、 企 

究 開発費データの 精度の高さの 要因とな 

っていると考えられる。 

哩年 より国立大学は 法入 化 t れ 。 民間企 

業に準じた会計報告が 義務付けられた。 今後。 国立大 

学法人の会計制度の 整備の進展に 合わせて、 「科学研究 

調査」の回答 ヂ一タの 作成方法の標準化が 進展するた 

めの方策を検討することが 重要であ る " 
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